
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 

関係法律の整備に関する法律（抜粋） 

第二十四条 墓地、埋葬等に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号）の一部を

次のように改正する。 

第二条第五項中「都道府県知事」の下に「（市又は特別区にあつては、市長又は区

長。以下同じ。）」を加える。 

第二条第五項中「うけた」を「受けた」に改める。 

第三章の二の章名を削る。 

第十九条の二を削る。 

第十九条の三を削る。 

附則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

二  第二条、第七条、第十条（構造改革特別区域法第十八条の改正規定に限る。）、

第十四条（地方自治法第二百五十二条の十九、第二百六十条並びに別表第一騒音

規制法（昭和四十三年法律第九十八号）の項、都市計画法（昭和四十三年法律第百

号）の項、都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）の項、環境基本法（平成五

年法律第九十一号）の項及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する

法律（平成九年法律第四十九号）の項並びに別表第二都市再開発法（昭和四十四年

法律第三十八号）の項、公有地の拡大の推進に関する法律（昭和四十七年法律第六

十六号）の項、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措

置法（昭和五十年法律第六十七号）の項、密集市街地における防災街区の整備の促

進に関する法律（平成九年法律第四十九号）の項及びマンションの建替えの円滑化

等に関する法律（平成十四年法律第七十八号）の項の改正規定に限る。）、第十七条

から第十九条まで、第二十二条（児童福祉法第二十一条の五の六、第二十一条の五

の十五、第二十一条の五の二十三、第二十四条の九、第二十四条の十七、第二十

四条の二十八及び第二十四条の三十六の改正規定に限る。）、第二十三条から第

二十七条まで、第二十九条から第三十三条まで、第三十四条（社会福祉法第六十二

条、第六十五条及び第七十一条の改正規定に限る。）、第三十五条、第三十七条、

第三十八条（水道法第四十六条、第四十八条の二、第五十条及び第五十条の二の

改正規定を除く。）、第三十九条、第四十三条（職業能力開発促進法第十九条、第二

十三条、第二十八条及び第三十条の二の改正規定に限る。）、第五十一条（感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第六十四条の改正規定に限



る。）、第五十四条（障害者自立支援法第八十八条及び第八十九条の改正規定を除

く。）、第六十五条（農地法第三条第一項第九号、第四条、第五条及び第五十七条の

改正規定を除く。）、第八十七条から第九十二条まで、第九十九条（道路法第二十四

条の三及び第四十八条の三の改正規定に限る。）、第百一条（土地区画整理法第七

十六条の改正規定に限る。）、第百二条（道路整備特別措置法第十八条から第二十

一条まで、第二十七条、第四十九条及び第五十条の改正規定に限る。）、第百三条、

第百五条（駐車場法第四条の改正規定を除く。）、第百七条、第百八条、第百十五条

（首都圏近郊緑地保全法第十五条及び第十七条の改正規定に限る。）、第百十六条

（流通業務市街地の整備に関する法律第三条の二の改正規定を除く。）、第百十八

条（近畿圏の保全区域の整備に関する法律第十六条及び第十八条の改正規定に限

る。）、第百二十条（都市計画法第六条の二、第七条の二、第八条、第十条の二から

第十二条の二まで、第十二条の四、第十二条の五、第十二条の十、第十四条、第二

十条、第二十三条、第三十三条及び第五十八条の二の改正規定を除く。）、第百二

十一条（都市再開発法第七条の四から第七条の七まで、第六十条から第六十二条

まで、第六十六条、第九十八条、第九十九条の八、第百三十九条の三、第百四十一

条の二及び第百四十二条の改正規定に限る。）、第百二十五条（公有地の拡大の推

進に関する法律第九条の改正規定を除く。）、第百二十八条（都市緑地法第二十条

及び第三十九条の改正規定を除く。）、第百三十一条（大都市地域における住宅及び

住宅地の供給の促進に関する特別措置法第七条、第二十六条、第六十四条、第六

十七条、第百四条及び第百九条の二の改正規定に限る。）、第百四十二条（地方拠

点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律第十八条及び

第二十一条から第二十三条までの改正規定に限る。）、第百四十五条、第百四十六

条（被災市街地復興特別措置法第五条及び第七条第三項の改正規定を除く。）、第

百四十九条（密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第二十条、

第二十一条、第百九十一条、第百九十二条、第百九十七条、第二百三十三条、第二

百四十一条、第二百八十三条、第三百十一条及び第三百十八条の改正規定に限

る。）、第百五十五条（都市再生特別措置法第五十一条第四項の改正規定に限る。）、

第百五十六条（マンションの建替えの円滑化等に関する法律第百二条の改正規定を

除く。）、第百五十七条、第百五十八条（景観法第五十七条の改正規定に限る。）、第

百六十条（地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特

別措置法第六条第五項の改正規定（「第二項第二号イ」を「第二項第一号イ」に改め

る部分を除く。）並びに同法第十一条及び第十三条の改正規定に限る。）、第百六十

二条（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第十条、第十二条、

第十三条、第三十六条第二項及び第五十六条の改正規定に限る。）、第百六十五条

（地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第二十四条及び第二十九

条の改正規定に限る。）、第百六十九条、第百七十一条（廃棄物の処理及び清掃に



関する法律第二十一条の改正規定に限る。）、第百七十四条、第百七十八条、第百

八十二条（環境基本法第十六条及び第四十条の二の改正規定に限る。）及び第百八

十七条（鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第十五条の改正規定、同法第

二十八条第九項の改正規定（「第四条第三項」を「第四条第四項」に改める部分を除

く。）、同法第二十九条第四項の改正規定（「第四条第三項」を「第四条第四項」に改

める部分を除く。）並びに同法第三十四条及び第三十五条の改正規定に限る。）の規

定並びに附則第十三条、第十五条から第二十四条まで、第二十五条第一項、第二

十六条、第二十七条第一項から第三項まで、第三十条から第三十二条まで、第三十

八条、第四十四条、第四十六条第一項及び第四項、第四十七条から第四十九条ま

で、第五十一条から第五十三条まで、第五十五条、第五十八条、第五十九条、第六

十一条から第六十九条まで、第七十一条、第七十二条第一項から第三項まで、第七

十四条から第七十六条まで、第七十八条、第八十条第一項及び第三項、第八十三

条、第八十七条（地方税法第五百八十七条の二及び附則第十一条の改正規定を除

く。）、第八十九条、第九十条、第九十二条（高速自動車国道法第二十五条の改正規

定に限る。）、第九十六条、第百一条、第百二条、第百五条から第百七条まで、第百

十二条、第百十七条（地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全の

ための活動の促進等に関する法律（平成二十二年法律第七十二号）第四条第八項

の改正規定に限る。）、第百十九条並びに第百二十三条第二項の規定 平成二十四

年四月一日 

（墓地、埋葬等に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第十七条  第二十四条の規定の施行前に同条の規定による改正前の墓地、埋葬

等に関する法律（以下この条において「旧墓地、埋葬等に関する法律」という。）の規

定によりされた許可等の処分その他の行為（以下この項において「処分等の行為」と

いう。）又は第二十四条の規定の施行の際現に旧墓地、埋葬等に関する法律の規定

によりされている許可の申請（以下この項において「申請の行為」という。）で、同条の

規定の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることと

なるものは、同日以後における同条の規定による改正後の墓地、埋葬等に関する法

律（以下この条において「新墓地、埋葬等に関する法律」という。）の適用については、

新墓地、埋葬等に関する法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請の行

為とみなす。 

２  第二十四条の規定の施行前に旧墓地、埋葬等に関する法律の規定により地方

公共団体の機関に対し報告をしなければならない事項で、同条の規定の施行の日

前にその報告がされていないものについては、これを、新墓地、埋葬等に関する法律

の相当規定により地方公共団体の相当の機関に対して報告をしなければならない事

項についてその報告がされていないものとみなして、新墓地、埋葬等に関する法律

の規定を適用する。 



（罰則に関する経過措置） 

第八十一条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下

この条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例

によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第八十二条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 


